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1. 研究背景及び研究目的 

 既往の研究 1)では，緊急仮設橋主桁連結部に図-1(b)

に示す高力ボルト引張接合を使用した連結構造が提案

されている．これは，高力ボルト摩擦接合と比較する

と，引張接合ではボルト一本あたりの伝達できる作用

力が大きく，必要ボルト本数を低減でき，施工時間を

大幅に短縮できるためである． 

引張ボルトの軸力照査で用いられるてこ反力係数算

定式は一般に，「橋梁用高力ボルト引張接合設計指針」

（以下，JSSC）が実験結果を概ねよく再現できている

とされ用いられることが多い．しかしながら，限られ

た構造寸法の T 継手のみを対象としており，その適用

範囲は明確に示されているとは言い難い．したがって，

本研究では緊急仮設橋の引張連結部における JSSC の

てこ反力係数算定式の適用性について検討する． 

 

 

2. JSSCてこ反力係数算定式 2) 

JSSC のてこ反力係数算定式は， 2 次元 FEM 解析の

結果を基に導出されている．この解析モデルは T フラ

ンジ先端からボルト軸中心までの距離 a及びボルト軸

中心から T ウェブと T フランジの結合点までの距離 b

は 50mm で一定としている．これは，①a が 50mm を

超えてもてこ反力係数 p は大きく変化しないこと，②

b>50mm の継手は，てこ反力が大きくなるため，設計

で採用されることが少ないためである．しかし，緊急

仮設橋のように多列配置高力ボルト引張継手では施

工上の観点から，b が大きくなる場合があり，このと

きの JSSC てこ反力係数算定式の適用性は明らかでは

ない． 

3. 解析ケース及び解析モデル 

 本研究では，図-2に示す 1/4 スプリットティーの解

析を行う．解析ケースを表-1に示す．case1 は JSSC て

こ反力係数算定式を適用できる a=b=50mmの継手形状

で，a，b を変化させることにより case2~4 を作成した．

ここで case4 は緊急仮設橋の連結部形状に対応させた

継手形状である．なお，全ての解析ケースにおいて継

手長 w は 95mm で一定としている． 

解析には汎用有限解析コード ABAQUS を用い，高

力ボルト，T フランジ，T ウェブをソリッド要素，ワ

ッシャーは剛体ソリッド要素で，要素分割は T フラン

ジ板厚方向に 19 分割，板幅(継手長)方向に 24 分割し

ている．高力ボルトはねじ部の断面積を軸平行部の断

面積に一致させた簡易モデル 3)を採用した．T フラン

ジ，T ウェブは SM570 材とし，真降伏応力を用いた完

全弾塑性体とした．引張荷重は T ウェブ最上面の全節

点に等しい強制変位を与えることにより載荷した．な

お，本研究で用いた解析モデルから得られる解析結果

は実験結果 4)を良好に再現できることが確認されてい

る． 

 

表-1 解析ケース 

 

解析ケース
w

(mm)

t

(mm)

a

(mm)

b

(mm)

case1 95 38 50 50

case2 95 38 50 60

case3 95 38 40 60

case4 95 38 40 81

1/4 部分のみ 

モデル化 

 

(b) 1/4解析モデル (a) スプリットティーモデル 

t 

a 

強 制 変 位

10mm 

対象条件 
b 

完全固定 

図-2 解析モデル 

w 

(a)緊急仮設橋全景    (b)緊急仮設橋連結部 

図-1 緊急仮設橋全景及びその連結部 
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4. 解析結果及び考察 

 図-3は荷重-離間関係のグラフである．グラフより，

最も b が大きい case4 が最も剛性が低い結果となり，a

のみが変化した case2,3 の初期剛性はほぼ同じである．

なお，これらの継手の耐力は全てボルト降伏時の荷重

によって決まっている．また，図-4 は荷重-ボルト軸

力曲線である．曲線には JSSC てこ反力係数算定式か

ら導出した荷重-ボルト軸力曲線も記入している．全て

の解析ケースにて，てこ反力が発生しないと仮定した

場合の直線(P=B0)を下回っており，解析対象とした継

手には，てこ反力が発生していると予想される．case4

が最も低い荷重で降伏し，その次に case3,2 が降伏する．

b が大きくなるとボルト軸力の増分が大きくなり，a

の大きさは軸力増分に寄与しないことがわかった．ま

た，式(1)に引張ボルト軸力照査式を示す． 
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ここで，By：降伏ボルト軸力，B：ボルト軸力，B0：初

期ボルト軸力，P：ボルト一本あたりに作用する作用

力（以下，設計荷重），p：てこ反力係数である．緊急

仮設橋の設計にて導出された設計荷重は P=170.7kNで，

設計荷重時の各解析ケースのてこ反力係数，ボルト軸

力，軸力誤差を表-2に示す．表-2より case1 は設計荷

重時に JSSC と良く整合している．一方，case2~4 の設

計荷重時の軸力誤差はそれぞれ 5%,6％,19%程度大き

く，特に設計荷重時の case4 ではボルト軸力が許容軸

力 0.9By(285.6kN)を超過する結果となったため，case4

の形状に対し JSSC てこ反力係数算定式をそのまま用

いることは難しいと判断した．図-5はボルト降伏時の

T フランジ接触面の接触圧分布で，全てのケースで縁

端部に接触圧が作用しており，継手形状の変化による

接触圧分布の違いは大きくは見られない．よって，ボ

ルト軸力増分は接触圧分布ではなく，b の増加に伴う

モーメントが影響していると考えられる． 

 

図-3 荷重-離間関係  図-4荷重-ボルト軸力関係 

表-2 設計荷重時のてこ反力係数，ボルト軸力 

及びボルト軸力の誤差

 

 

5. まとめ 

1) ボルト軸中心から Tウェブと Tフランジの結合点

までの距離が 50mm を超える継手形状にて JSSC

てこ反力係数算定式で設計を行うと，てこ反力を

低く見積もり，危険側となる． 

2) 緊急仮設橋の連結部構造に対応させたスプリッ

トティーの解析を行うことで，緊急仮設橋の引張

連結部にて JSSC てこ反力係数算定式をそのまま

用いることは難しいことがわかった． 
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図-5 ボルト降伏時のティーフランジ間の接触圧分布 

（左：端部側，右：ティーウェブ側） 
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